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責
任
あ
る
漁
業
を
行
う
こ
と
を
約
束
し
、

沿
岸
国
が
、千
九
百
八
十
二
年
十
二
月
十
日
の
海
洋
法
に
関
す
る
国
際
連
合
条
約
及
び
国
際
法
の
一
般
原
則
に
従
い
、

自
国
の
管
轄
の
下
に
あ
る
水
域
を
設
定
し
、
か
つ
、
当
該
水
域
内
に
お
い
て
海
洋
生
物
資
源
の
探
査
、
開
発
、
保
存
及

び
管
理
の
た
め
の
主
権
的
権
利
を
行
使
し
て
い
る
こ
と
に
留
意
し
、

一
貫
性
の
あ
る
保
存
管
理
措
置
を
確
保
す
る
た
め
、
沿
岸
国
並
び
に
南
東
大
西
洋
の
漁
業
資
源
に
現
実
の
利
害
関
係

を
有
す
る
他
の
す
べ
て
の
国
及
び
組
織
と
協
力
す
る
こ
と
を
希
望
し
、

海
洋
生
物
資
源
か
ら
得
ら
れ
る
衡
平
な
利
益
の
た
め
、
経
済
的
及
び
地
理
的
な
配
慮
並
び
に
開
発
途
上
国
及
び
そ
の

沿
岸
地
域
の
特
別
な
要
請
を
認
識
し
、

こ
の
条
約
の
締
約
国
で
な
い
国
で
あ
っ
て
こ
の
条
約
に
基
づ
い
て
採
択
す
る
保
存
管
理
措
置
の
適
用
に
同
意
し
な
い

も
の
に
対
し
、
当
該
国
の
旗
を
掲
げ
る
船
舶
が
こ
の
条
約
の
対
象
と
な
る
資
源
の
漁
獲
に
従
事
す
る
こ
と
を
認
め
な
い

よ
う
求
め
、

南
東
大
西
洋
に
お
け
る
漁
業
資
源
の
保
存
及
び
管
理
に
関
す
る
条
約
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。
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内
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総
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臣

鳩
山
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紀
夫

条
約
第
十
七
号

南
東
大
西
洋
に
お
け
る
漁
業
資
源
の
保
存
及
び
管
理
に
関
す
る
条
約

こ
の
条
約
の
締
約
国
は
、

南
東
大
西
洋
に
お
け
る
す
べ
て
の
海
洋
生
物
資
源
の
長
期
的
な
保
存
及
び
持
続
可
能
な
利
用
を
確
保
す
る
こ
と
並
び

に
海
洋
生
物
資
源
の
存
在
す
る
環
境
及
び
海
洋
生
態
系
を
保
護
す
る
こ
と
を
約
束
し
、

南
東
大
西
洋
の
公
海
に
お
け
る
漁
業
資
源
の
効
果
的
な
保
存
及
び
管
理
が
緊
急
か
つ
継
続
的
に
必
要
で
あ
る
こ
と
を

認
識
し
、

千
九
百
八
十
二
年
十
二
月
十
日
の
海
洋
法
に
関
す
る
国
際
連
合
条
約
及
び
千
九
百
九
十
五
年
の
分
布
範
囲
が
排
他
的

経
済
水
域
の
内
外
に
存
在
す
る
魚
類
資
源
（
ス
ト
ラ
ド
リ
ン
グ
魚
類
資
源
）
及
び
高
度
回
遊
性
魚
類
資
源
の
保
存
及
び

管
理
に
関
す
る
千
九
百
八
十
二
年
十
二
月
十
日
の
海
洋
法
に
関
す
る
国
際
連
合
条
約
の
規
定
の
実
施
の
た
め
の
協
定
の

関
連
規
定
を
認
識
し
、
並
び
に
国
際
連
合
食
糧
農
業
機
関
の
千
九
百
九
十
三
年
の
保
存
及
び
管
理
の
た
め
の
国
際
的
な

措
置
の
公
海
上
の
漁
船
に
よ
る
遵
守
を
促
進
す
る
た
め
の
協
定
及
び
同
機
関
の
千
九
百
九
十
五
年
の
責
任
あ
る
漁
業
に

関
す
る
行
動
規
範
を
考
慮
し
、

南
東
大
西
洋
に
お
け
る
生
物
資
源
の
保
存
及
び
管
理
に
つ
い
て
相
互
に
協
力
す
る
諸
国
の
義
務
を
認
識
し
、

漁
業
資
源
の
管
理
に
当
た
っ
て
は
、
千
九
百
九
十
五
年
の
分
布
範
囲
が
排
他
的
経
済
水
域
の
内
外
に
存
在
す
る
魚
類

資
源
（
ス
ト
ラ
ド
リ
ン
グ
魚
類
資
源
）
及
び
高
度
回
遊
性
魚
類
資
源
の
保
存
及
び
管
理
に
関
す
る
千
九
百
八
十
二
年
十

二
月
十
日
の
海
洋
法
に
関
す
る
国
際
連
合
条
約
の
規
定
の
実
施
の
た
め
の
協
定
に
定
め
る
原
則
及
び
国
際
連
合
食
糧
農

業
機
関
の
千
九
百
九
十
五
年
の
責
任
あ
る
漁
業
に
関
す
る
行
動
規
範
に
従
い
、
予
防
的
な
取
組
方
法
を
実
施
す
る
こ
と

に
従
事
し
、

公
海
に
お
け
る
漁
業
資
源
の
長
期
的
な
保
存
及
び
持
続
可
能
な
利
用
の
た
め
、
必
要
な
措
置
に
つ
い
て
合
意
す
る
適

当
な
小
地
域
的
又
は
地
域
的
機
関
を
通
じ
た
諸
国
間
の
協
力
が
必
要
で
あ
る
こ
と
を
認
識
し
、
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